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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) 1．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2．第５期から連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

3．第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 

4．第５期の自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

5．従業員数は、正社員数及び契約社員数となっております。 

  

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (千円) ― ― 1,289,372 4,509,935 3,556,330

経常利益（△損失） (千円) ― ― △173,718 205,450 376,599

当期純利益（△損失） (千円) ― ― △335,067 68,993 233,856

純資産額 (千円) ― ― 706,937 1,829,145 2,061,282

総資産額 (千円) ― ― 1,058,607 2,343,544 2,915,841

１株当たり純資産額 (円) ― ― 40,212.61 64,000.89 72,123.24

１株当たり当期純利益
（△損失） 

(円) ― ― △19,059.60 2,548.42 8,182.51

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 2,548.23 8,174.50

自己資本比率 (％) ― ― 66.8 78.1 70.7

自己資本利益率 (％) ― ― ― 3.8 11.3

株価収益率 (倍) ― ― ― 75.7 27.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △179,859 508,779 328,839

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △179,404 △226,898 55,917

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 10,697 806,659 △5,438

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― 312,289 1,396,299 1,778,805

従業員数 (名) ― ― 36 138 108



(2) 提出会社の経営指標等 

  

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (千円) 1,401,467 1,788,665 1,167,911 1,157,723 2,324,458

経常利益（△損失） (千円) 245,419 93,205 △100,979 △58,998 220,341

当期純利益（△損失） (千円) 112,776 69,414 △331,282 15,724 150,216

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 390,000 458,000 458,000 983,800 983,800

発行済株式総数 (株) 3,165 17,825 17,825 28,825 28,825

純資産額 (千円) 870,647 1,055,977 707,115 1,774,439 1,924,656

総資産額 (千円) 1,110,273 1,312,682 982,745 1,963,472 2,502,602

１株当たり純資産額 (円) 275,086.17 60,066.98 40,222.71 62,086.76 67,342.76

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

1,000 

(―)

1,000 

(―) 

― 

(―)

― 

(―)

― 

(―)

１株当たり当期純利益
（△損失） 

(円) 35,632.37 4,266.43 △18,844.27 580.81 5,256.00

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 580.76 5,250.85

自己資本比率 (％) 78.4 80.4 72.0 90.4 76.9

自己資本利益率 (％) 13.8 7.2 △37.6 0.9 7.8

株価収益率 (倍) ― 15.4 ― 332.3 42.6

配当性向 (％) 2.8 25.3 ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △102,480 △28,851 ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △4,187 △71,880 ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 115,915 ― ― ―

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 652,223 666,875 ― ― ―

従業員数 (名) 28 29 21 20 13



(注) 1．売上高には消費税等は含まれておりません。 

2．「持分法を適用した場合の投資利益」については、第４期までについては、当社には関連会社がなく第５期より連結財務

諸表を作成しているため記載しておりません。 

3．平成14年８月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。なお第４期の１株当たり当期純利益は期首に分

割が行われたものとして計算しております。 

4．第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新株予約権付社債及び転換社債の発行がないため記載しておりませ

ん。また第４期につきましては新株予約権にかかるプレミアムが生じていないため、ならびに第５期につきましては１株

当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

5．第３期の株価収益率については、当社株券が非上場かつ非登録であり株価が把握できないため、記載しておりません。ま

た第５期の株価収益率につきましては当期純利益がマイナスのため記載しておりません。 

6．第５期より、連結キャッシュ・フロー計算書の作成に伴い、キャッシュ・フロー計算書を作成していないため営業活動に

よるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同

等物の期末残高については記載しておりません。 

7．従業員数は、各期の正社員数及び契約社員数となっております。 

  



２ 【沿革】 

(注) インターネットコンサルティングファームとは、インターネット技術を利用したビジネスに特化したコンサルティングや

システム構築を提供する会社を意味します。 

  

３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社（株式会社ザイオン）と連結子会社２社（株式会社Ｘｅｎｌｏｎ、キャル株式会社）の計３

社により構成されており、親会社グループであるセブンシーズホールディングスグループは、セブンシーズホールデ

ィングス株式会社とその子会社11社及び持分法適用関連会社１社の計13社で構成されています。 

当社グループは、セブンシーズホールディングスグループにおけるIT事業軸を形成し、同グループの擁するメディ

アコンテンツ事業、ビジネスソリューション事業と積極的な協業を図っております。 

当社グループは、ITを活用したサービス企画、ITプラットフォームの企画・設計・開発を行う当社と、モバイルコ

ンテンツ提供を行う株式会社Ｘｅｎｌｏｎおよび業務支援関連システムの企画・開発業務を行うキャル株式会社によ

り構成され、顧客のバリューチェーン全てにおいて、新しい収益機会の創出を目指しております。 

  

  

平成11年５月 インターネットコンサルティングファーム(注)の確立を目的に、埼玉県朝霞市溝沼

一丁目３番15号に有限会社ザイオンを設立 

平成12年１月 事業拡大に伴い、本社を東京都港区西新橋三丁目11番１号に移転 

平成12年２月 株式会社ザイオンに組織変更 

平成14年７月 韓国インフォトラスト社(Infotrust,Inc.)とスマートカード関連技術での業務提携 

米国フォーレル社(Fourelle Systems,Inc.)とデータ通信における圧縮技術に関する

業務提携 

平成14年11月 東京証券取引所マザーズ市場に上場 

平成15年５月 株式会社デジタルガレージと事業に関する業務提携 

平成15年６月 株式会社ディーエス・インタラクティブ（現株式会社Ｘｅｎｌｏｎ）の株式取得

（子会社化） 

平成16年４月 ゼィープラスホールディングス株式会社（現セブンシーズホールディングス株式会

社）と事業に関する資本業務提携 

平成16年５月 キャル株式会社、株式会社パナッシュの株式取得（子会社化） 

平成16年12月 日本ベリサイン株式会社と事業に関する業務提携 

平成16年12月 東西キャピタル株式会社と事業に関する業務提携 

平成16年12月 株式会社パナッシュの株式譲渡 



当社グループの事業系統図は、次のとおりであります。 

  

  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

（注）1．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

2．特定子会社であります。 

3．有価証券報告書提出会社であります。 

4．セブンシーズホールディングス株式会社は、平成17年８月１日にゼィープラスホールディングス株式会社から商号変更して

おります。 

5．株式会社Ｘｅｎｌｏｎは、平成17年７月15日に株式会社ディーエスインタラクティブから商号変更しております。 

6．キャル株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えており

ます。 

  

 主要な損益情報等 

  

  

  

名称 住所 資本金 

(千円) 

主要な事業の内容 議決権の所有

割合又は被所

有割合(％) 

関係内容 

  

(連結子会社) 

株式会社Ｘｅｎｌｏｎ 

（注）2.5. 

  

東京都港区 

  

160,000 

  

ソフトウェア開発事

業及びシステム販売

事業 

  

60.0 

  

WEBシステム設計等

の外注 

役員の兼務3名 

(連結子会社) 

キャル株式会社 

（注）2.6. 

  

東京都港区 

  

111,710 

  

ソフトウェア開発事

業 

  

100.0 

  

ソフトウェア開発等

の外注 

役員の兼務2名 

(親会社) 

セブンシーズホールディ

ングス株式会社 

（注）3.4. 

  

東京都新宿区 

  

2,499,496 

  

コンサルティング事

業 

(被所有) 

51.2 

  

役員の兼務2名 

    キャル株式会社

売上高 （千円） 1,607,952

経常利益 （千円） 158,284

当期純利益 （千円） 84,861

純資産額 （千円） 737,318

総資産額 （千円） 1,128,754



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年２月28日現在) 

（注）1．従業員数は、契約社員を含む就業人員数であります。 

2．全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない管理部門の従業員であります。 

3．従業員数が前期末に比べ、30名減少しましたのは、自己都合退職によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年２月28日現在) 

（注）1．従業員数は、契約社員を含む就業人員数であります。 

2．平均年間給与は、平均年俸額を表示しています。 

3．従業員数が前期末に比べ、７名減少しましたのは、自己都合退職によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

コンサルティング事業 4

ソフトウェア開発事業 98

システム販売事業 3

全社（共通） 3

合計 108

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

13 37.5 2.7 6,864



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、停滞局面からやや回復を見せ、その後も拡大基調を維持しております。平

成17年12月に発表された日銀企業短期経済観測調査（短観）によると、大企業製造業においては業況判断指数が３期

連続で改善し、平成16年12月の調査以来の高水準を示しており、また非製造業や中小企業にも改善がみられ、景気回

復の裾野が広がっている気配がうかがえます。今後は企業収益や家計所得の増加から、設備投資や個人消費の拡大の

動きにつながるという好循環が期待されますが、原油価格の高止まりの可能性がみられることなどから、今後の先行

きに関しては慎重な見方が多く、依然楽観できない状況が続いております。  

当社を取り巻く情報サービス産業におきましては景気回復を背景に、さらなる企業の情報化投資拡大が期待されて

おります。また、個人消費者向け市場におきましては、Webベースでの無料動画配信サービスや平成18年４月より本

放送を開始した地上デジタル放送「ワンセグ・サービス」(注) をはじめとする各社提供サービスの多様化やサービ

ス品質向上等、サービス市場の拡大が続いております。 

こうした環境のもと、当社は「アーキテクト：ビジョンを生み出し、それを実現する熟練者」をキーワードに、移

動体通信・インターネット技術によるコンサルティング、ソフトウェア開発、及びシステム販売事業を実施してまい

りました。 

また当社グループの当期については、前期に子会社であった株式会社パナッシュを売却した影響で売上高が減少し

ましたが、株式会社ＵＳＥＮが提供する完全無料ブロードバンド放送パソコンテレビ「GyaO」（URL：

http://www.gyao.jp）サービスの目覚しい視聴者の増加に際して、配信プラットフォーム強化、新たな広告配信シス

テム等の構築に関して、設計、導入から運用まで一貫した構築支援サービス提供を実施し、インターネット上の動画

放送サービスという新たな領域での事業展開に向けて当社グループ一丸となって注力いたしました。 

子会社である株式会社Ｘｅｎｌｏｎは、着うたコンテンツの提供などモバイルコンテンツ提供事業者に向けたライ

センスビジネスへの取り組みや雑誌と連動したモバイルメディア・モバイルコマースといったクロスメディアサイト

の企画運営が引き続き順調に推移しています。キャル株式会社は、官公庁向け積算アプリケーション・データの保守

運用サービスを主軸にザイオンとのより緊密な協働が可能となり広範なITサービスの提供を実現でき好調に推移して

おります。 

この結果、当連結会計年度の売上高は3,556百万円（前連結会計年度比21.1％減）、経常利益は376百万円（前連結

会計年度比83.3％増）、当期純利益は233百万円（前連結会計年度比239.0％増）と大幅な増益となりました。 

  

(注) 地上デジタル放送「ワンセグ・サービス」…地上デジタルテレビジョン放送の電波の一部を利用して行う、移動受信用の

テレビ放送。テレビ放送に加えてデータ放送も行い、モバイルインターネットとの連携が期待されています。 

事業区分別の売上高は、以下のとおりであります。 

（コンサルティング事業） 

当社グループは、顧客企業の新規ビジネス立ち上げのための戦略的コンサルティングから新規サービス企画、実験

システムの構築・評価まで、顧客に対して従来に無い価値を創造・実現する総合的な支援を行っております。当事業

の連結売上高は237百万円、売上構成比は6.7％となりました。 

  

（ソフトウェア開発事業） 

当社の特徴であります効率かつ高品質なサービス提供と、ダイナミックなリソースマネジメント、問題解決のため

のノウハウ展開を実践しシステムの機能向上、サービス付加等にかかるサービスの提供を継続的に実施しておりま



す。この結果、当事業の連結売上高は3,286百万円、売上構成比は92.4％となりました。 

  

（システム販売事業） 

顧客企業が各種プロジェクトを推進する際に必要なシステムおよびツールを販売・サポートを提供しております。

当期は携帯電話向けインターネットサービスとして着うたや待受画面等のコンテンツ企画・ライセンシングビジネス

の拡大に注力いたしました。この結果、着うたコンテンツのライセンス収入等により、当事業の連結売上高は32百万

円、売上構成比は0.9％となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ382百万円増加し、1,778百万円となりまし

た。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローは、328百万円の増加となりました。これは主に税金

等調整前当期純利益364百万円の計上、売上債権の減少額128百万円、たな卸資産の増加額364百万円及び仕入債務の

増加額278百万円などによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フローは、55百万円の増加となりました。これは主に投資有

価証券の売却による収入26百万円によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・フローは、5百万円の減少となりました。これは主に長期借

入金の返済による支出5百万円によるものです。 

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの事業内容は、コンサルティング事業、ソフトウェア開発事業およびシステム販売事業であるため、

生産に該当する事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

(注) 1．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2．当連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

      

  

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円)
前年同期比
(％) 

受注残高(千円)
前年同期比 
(％) 

コンサルティング事業 251,933 109.9 26,410 216.8

ソフトウェア開発事業 3,903,476 83.4 1,068,220 216.2

システム販売事業 30,155 124.9 1,984 46.4

合計 4,185,565 84.9 1,096,614 214.8

事業の種類別セグメント 販売高(千円) 前年同期比(％) 

コンサルティング事業 237,703 96.2

ソフトウェア開発事業 3,286,178 77.7

システム販売事業 32,448 101.1

合計 3,556,330 78.9

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

シスコシステムズキャピタル株
式会社 

― ― 1,426,955 40.1



３ 【対処すべき課題】 

  

今後の当社グループを取り巻く環境は、情報サービス産業の市場拡大と共に緩やかな回復基調に移行すると予想さ

れますが、顧客企業を巡る事業者間の競争状況は一層厳しくなり、マクロの景気成長を個別企業の業績拡大として享

受するためには、優れた事業戦略と高い事業遂行能力が必須の状況となっています。 

このような環境のもと、当社グループはグループ各社の経営資源を結集し、各社サービスメニューの共同販売、各

社顧客基盤の相互活用によりグループとしての事業拡大及び新たなITサービスの創造によって、次なる事業成長を目

指して参ります。 

  

① 事業ドメインの拡大 

IT投資が企業の競争優位性を大きく左右する今日、顧客企業のITサービスに対する要望は単なるシステム開発だけ

に留まらず、開発後の保守・運用、エンジニア派遣、更にはCIOへのアドバイザリーサービスやIT関連部門のアウト

ソース、ITを活用した顧客価値の向上まで多岐に渡ります。当社グループはこうした顧客の要望に幅広く対処するた

め、積極的な事業提携・資本提携によって体制強化を続け、コンサルティング事業及びソフトウェア開発事業におけ

る提供メニューの拡大に努めて参ります。 

  

② 新たなITサービスの創造 

Webベースでの無料動画配信サービスや地上デジタル放送「ワンセグ・サービス」などの相次ぐサービス導入を背

景に、インターネット、モバイルと既存メディアとの融合が一層加速しております。当社グループはこの機を捉え、

グループ外の有力なパートナーとの協業を図りながら、新たなITサービスの創造による業界のパイオニアとしてのポ

ジションの確立、収益基盤の多様化を進めて参ります。 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があるものと考えられる主な事項を記載して

おります。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えら

れる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社は、これらのリス

ク発生の可能性を認識した上で、発生回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、本株式に関する投資

判断は、以下の特別記載事項を慎重に検討した上で、行われる必要があると考えられます。 

なお、記載事項のうち、将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、入手可能な情報に基づき当社が判

断したものです。 

  

(1) 競合関係等について 

当社は、プロジェクトごとに各分野での提携企業を技術力やコストその他の要因によって選択しビジネスパートナ

ーとしておりますが、これらの企業のうち、同様の技術ノウハウをもった企業とは競合関係になる可能性がありま

す。 

また、今後において当社と同様なサービスを提供する企業が、新しい技術やビジネスモデル等を用いて新規参入し

た場合、競争が激化する可能性があります。その結果、当社の収益性が低下し、当社の業績に重大な影響を及ぼす可

能性があります。 

  

(2) 外部環境(携帯電話の普及およびマーケット動向)に関わるリスクについて 

当社は、今後ともインターネット、移動体通信の分野に特化した事業展開を行い、インターネットを利用したサー



ビスに関するシステム構築を引き続き収益の柱の一つにする方針であります。しかしながら市場は緩やかな成熟へ

と大きな構造転換点にあると考えられ、移動体通信の中核である携帯電話市場が今後も拡大する保証はなく、当社の

業績は携帯電話市場の動向に影響を受ける可能性があります。また携帯電話サービスの今後の展開は、モバイルキャ

リア、移動体通信端末メーカーの方針によるものであり、当社が影響を及ぼせるものではありません。従って関連サ

ービスの変更、当該事業からの撤退、その他何らかの理由により当社の関連するサービスの市場規模が縮小した場合

には、当社の事業拡大や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 当社の事業に関わるリスクについて 
  

①経営者への依存について 

当社の創業者であり代表取締役である小林仁幸は、当社の事業活動を牽引し、また、経営戦略の決定をはじめ、全

ての業務において重要な役割を果たしております。事業を継続的に発展させていく上で小林仁幸の役割は大きいと当

社は判断しております。今後の事業拡大に応じて、従業員の育成、積極的な人員増強、内部管理体制の充実を図り、

個人依存からの脱却をめざします。現時点で小林仁幸が何らかの理由で退任するような事態となった場合、当社の事

業戦略および業績に支障が生じる可能性があります。 

  

②知的財産権について 

当社は積極的に知的財産の権利化をはかる方針であり、当社開発製品であります「PLAZ」、「AzionE」、

「ZiveDNS」に関する特許を申請しております。しかしながら当該特許が取得できない場合には、今後の業務に支障

が生ずるおそれがあります。また、当社が受託した業務に係る開発の成果等については、当社の知的財産権の対象と

ならない場合があります。 

当社は、特許権等の知的財産権侵害にかかる通知請求や訴えを起こされた事実はありません。しかし、将来的に当

社事業に関連した特許その他の知的財産権がインターネット関連事業にどのように適用されるかについて予想するの

は困難であります。今後、当社関連事業に関する知的財産権（いわゆるビジネスモデル特許を含む。以下同じ）が第

三者に成立した場合、または現在すでに当社関連技術に関して当社が認識していない知的財産権が成立している場

合、当該知的財産権の所有者より権利侵害に係る訴えを起こされることにより、当該知的所有権が使えないことで業

務遂行に大きな影響を及ぼしたり、当社が損害賠償義務を負う可能性があります。 

  

③システムに不具合が発生した場合の影響について 

当社は、システムの開発に際し、プログラムの不都合であるバグを無くすことは重要な課題であると認識しており

ますが、ハードウェア環境やプラットフォームとの相性もあり、皆無にするのは一般的には難しいと言われておりま

す。当社はバグの発生を防止するため多数のテストを実施するなどの対策を講じ、システムの信頼性を高めることに

より、顧客企業と良好な関係を築いていけるものと考えております。 

しかしながら万一システムに不具合が生じた場合、当社は賠償責任を負う場合があり、またシステムの信頼性に重

大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

④研究開発活動について 

当社が事業展開を図っておりますインターネットおよび移動体通信などのIT分野は、技術革新が急速に変化する業

界であり、IT分野の一部については設備投資も装置産業などの業界と比較して軽微であると考えられることから、新

規事業者の参入は比較的容易であり業界内における顧客獲得競争は激しいものと認識しております。 

当社は、アーキテクト部員が日々の提案活動を通じて得られた情報の共有化をはじめ様々な標準化団体への参加、

当社独自のシステム・ツール等の開発等を通じて、通信市場における新たなビジネス・技術・システムに対応すべく

研究開発活動を行っております。 



しかしながら、技術革新への当社の対応が遅れた場合、あるいは想定していない新技術が出現し普及した場合は、

当社技術の陳腐化により、今後の事業活動に支障を与える可能性があります。 

  

⑤ビジネスパートナーの選定に関するリスクについて 

当社はビジネスパートナーの選定においては選定先のシステム開発能力、スケジュール管理能力、開発担当者のス

キル等を総合的に勘案することで、システム開発プロジェクト全体のスケジュール管理、品質管理、コスト管理等の

マネジメントに支障が生じないよう努めております。 

しかしながら、当社が受託するシステム開発に関して当社が希望するシステム開発能力や開発担当者のスキル等を

有する企業が存在するとは限りません。また、当社の要望に添う企業が存在しても、ビジネスパートナーとなるとは

限りません。更に当社が調査した上で選定したビジネスパートナーが開発したシステムに修復が困難なバグ・エラー

が発見された場合、または納期までにシステム開発が間に合わない場合等が生じた際には、当社全体のプロジェクト

マネジメントに支障をきたすおそれがあります。 

これらのように何らかの理由により、希望するビジネスパートナーが選定できない場合またはビジネスパートナー

のシステム開発に問題が生じた場合には、当社の業績または当社のシステム開発に関する信用に悪影響を及ぼすおそ

れがあります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、各種プロジェクトを推進するに際して必要なシステムや、今後の市場ニーズに合致したツールの

研究開発をシステム販売事業の一環として行っております。当連結会計年度の研究開発費合計は16,657千円となって

おります。 

  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1) 重要な会計方針および見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されていま

す。この連結財務諸表の作成にあたりまして、当連結会計年度末（平成18年２月28日）現在で得られた情報に基づき

判断をしております。 

  

(2) 財務状態の分析 

当社グループの当連結会計年度末における総資産の額は、前連結会計年度末の2,343百万円から572百万円増加し、

2,915百万円となりました。負債の額は、前連結会計年度末の496百万円から341百万円増加し、837百万円となりまし

た。資本の額は、前連結会計年度末の1,829百万円から232百万円増加し、2,061百万円となりました。 

  

①流動資産 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、前連結会計年度末の2,063百万円から624百万円増加し、2,688百万

相手方の名称 契約内容 契約日 契約期間 

ゼィープラスホールディン
グス株式会社（現セブンシ
ーズホールディングス株式
会社） 

経営戦略策定、実施及び展開等に関す
る業務提携 

平成16年３月29日
平成16年３月29日～ 
平成18年３月28日 

（以後、１年毎に自動更新）



円となりました。これは主に現金及び預金、たな卸資産の増加によるものです。 

  

②固定資産 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、前連結会計年度末の279百万円から51百万円減少し、227百万円とな

りました。これは主に投資有価証券の売却によるものです。 

  

③流動負債 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、前連結会計年度末の431百万円から348百万円増加し、780百万円と

なりました。これは主に買掛金の増加と未払法人税等の計上によるものです。 

  

④固定負債 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、前連結会計年度末の64百万円から6百万円減少し、57百万円となり

ました。これは主に退職給付引当金の取崩しによるものです。 

  
(3) 経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、子会社 株式会社パナッシュの株式譲渡により売上高が前連結会計

年度と比べ953百万円減少したものの、子会社 株式会社Ｘｅｎｌｏｎ、キャル株式会社が堅調に推移し、当社の売上

高伸長になりました結果、当連結会計年度における売上高は3,556百万円（対前年同期比21.1％減）、経常利益は376

百万円（対前年同期比83.3％増）、当期純利益は233百万円（対前年同期比239.0％増）となりました。 

  

①売上高 

コンサルティング事業の売上高は前連結会計年度に比べて3.8％減収の237百万円、ソフトウェア開発事業の売上高

は前連結会計年度に比べて22.3％減収の3,286百万円、システム販売事業の売上高は前連結会計年度に比べて1.1％増

収の32百万円となりました。 

  

②売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は売上高の減少に伴い、前連結会計年度から587百万円減少し、2,789百万円となっております。販売費及

び一般管理費は子会社の減少に伴い、524百万円減少し、394百万円となっております。 

  

③特別利益、特別損失 

特別利益は4百万円を計上しておりますが、これは主に投資有価証券の売却益によるものであります。特別損失は

16百万円を計上しておりますが、これは主に子会社であるキャル株式会社の本社移転費用によるものです。 

  

(4) 戦略的現状と見通し 

前期より実施しております、グループ体制強化の取り組みにより、新体制の実施や技術移管を確実なものとし、ビ

ジネス領域の拡大と利益向上などグループシナジー効果を展開してまいります。 

また、番号ポータビリティ導入によるモバイル業界の活性化、動画配信サービスの普及等のビジネス機会の拡大を

好機と捉え、継続案件の遂行のみならず、ソリューション開発と展開により売上拡大を目指して参ります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

特記すべき事項はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社                            (平成18年２月28日現在) 

(注) 1. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2. 本社建物775.01㎡は賃借中のものであります。 

3. 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  

  

(2) 国内子会社                          (平成18年２月28日現在) 

(注) 1. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2. 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 

建物
工具器具
及び備品 

合計 

本社 
(東京都港区) 

全社 
その他の 
設備 

20,035 7,868 27,903 13

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 台数 リース期間
年間
リース料 
(千円) 

リース 
契約残高 
(千円) 

本社 
(東京都港区) 

全社 コピー機 ４台 ４年 278 － 

会社名 
  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 

建物
工具器具
及び備品 

合計 

株式会社 
Ｘｅｎｌｏｎ 

本社 
(東京都港区) 

ソフトウェア
開発事業 

その他の
設備 

－ 63 63 －

キャル株式会社 
本社 
(東京都港区) 

ソフトウェア
開発事業 

その他の
設備 

1,957 3,509 5,467 95

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの 
名称 

設備の内容
年間
リース料 
(千円) 

リース 
契約残高 
(千円) 

キャル株式会社 
本社 
(東京都港区) 

ソフトウェア
開発事業 

その他の
設備 

3,948 6,430 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 115,000

計 115,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年２月28日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年５月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 28,825 28,825
東京証券取引所
(マザーズ) 

― 

計 28,825 28,825 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

(注) 1．権利付与日以降、行使価格を下回る払込金額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。 

また、株式の分割または併合が行われる場合、発行価格は分割または併合の比率に応じ比例的に調整させるものとし、調

整による１円未満の端数は切り上げる。 

2．平成14年６月18日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成14年８月１日付をもって普通株式１株を５株に分割したこと

により発行価格は220,000円に調整されています。 

  

株主総会の特別決議日(平成14年５月31日)

  
事業年度末現在
(平成18年２月28日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年４月30日) 

新株予約権の数(個)   72(注) 2． 同 左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 72 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 220,000(注) 2． 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日～
平成24年６月30日 

同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  220,000
資本組入額 110,000 

同 左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の

取締役または従業員であるこ

とを要する。ただし、任期満

了による退任、定年退職等そ

の他正当な理由がある場合

は、その地位を喪失した日か

ら起算して６ヶ月以内に限り

未行使の新株予約権を行使す

ることができるものとする。 

その他の条件については、本

総会及び新株予約権発行の取

締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割り当てを受け

たものとの間で締結する「新

株予約権申込証兼新株予約権

割当契約」で定めるところに

よる。 

同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分及び相続は認め

ない。 

同 左 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



  

(注) 権利付与日以降、行使価格を下回る払込金額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。 

また、株式の分割または併合が行われる場合、発行価格は分割または併合の比率に応じ比例的に調整させるものとし、調

整による１円未満の端数は切り上げる。 

  

株主総会の特別決議日(平成15年５月28日)

  
事業年度末現在
(平成18年２月28日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年４月30日) 

新株予約権の数(個) ５ 同 左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) ５ 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 112,069(注) 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日～
平成25年６月30日 

同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  112,069
資本組入額  56,035 

同 左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社の

取締役または従業員であるこ

とを要する。ただし、任期満

了による退任、定年退職等そ

の他正当な理由がある場合

は、その地位を喪失した日か

ら起算して６ヶ月以内に限り

未行使の新株予約権を行使す

ることができるものとする。 

その他の条件については、本

総会及び新株予約権発行の取

締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割り当てを受け

たものとの間で締結する「新

株予約権申込証兼新株予約権

割当契約」で定めるところに

よる。 

同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分及び相続は認め

ない。 

同 左 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



  

(注) 権利付与日以降、行使価格を下回る払込金額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。 

また、株式の分割または併合が行われる場合、発行価格は分割または併合の比率に応じ比例的に調整させるものとし、調

整による１円未満の端数は切り上げる。 

  

株主総会の特別決議日(平成17年５月27日)

  
事業年度末現在
(平成18年２月28日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年４月30日) 

新株予約権の数(個) 100 同 左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同 左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 100 同 左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 175,000(注) 同 左 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月１日～
平成27年５月20日 

同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  175,000
資本組入額  87,500 

同 左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社及

び当社子会社の取締役、監査

役または従業員であることを

要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職等その他

正当な理由がある場合は、そ

の地位を喪失した日から起算

して６ヶ月以内に限り未行使

の新株予約権を行使すること

ができるものとする。 

その他の条件については、本

総会及び新株予約権発行の取

締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割り当てを受け

たものとの間で締結する「新

株予約権申込証兼新株予約権

割当契約」で定めるところに

よる。 

同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分及び相続は認め

ない。 

同 左 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 1．普通株式１株を５株に分割 

2．有償一般募集(ブックビルディング方式) 

3．有償第三者割当増資 

割当先 ゼィープラス株式会社（現セブンシーズホールディングス株式会社） 

4．平成16年５月27日開催の定時株主総会において、資本の欠損填補を目的とする資本準備金の減少について承認決議され、

資本準備金は122,414千円減少しております。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年２月28日現在 

(注) 1．自己株式245株は「個人その他」に含めて記載しております。 

2．上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が20株含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成14年８月１日 
(注) 1． 

12,660 15,825 ― 390,000 ― 266,550

平成14年11月19日 
(注) 2． 

2,000 17,825 68,000 458,000 104,980 371,530

平成16年４月20日 
(注) 3． 

11,000 28,825 525,800 983,800 525,800 897,330

平成16年５月27日 
(注) 4． 

― 28,825 ― 983,800 △122,414 774,915

発行価格 93,000円

引受価額 86,490円

発行価額 68,000円

資本組入額 34,000円

発行価格 95,600円

資本組入額 47,800円

区分 

株式の状況

端株 
の状況 
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

0 2 12 12 5 0 1,482 1,513 ―

所有株式数 
(単元) 

0 806 171 15,568 189 0 12,091 28,825 ―

所有株式数 
の割合(％) 

0.0 2.8 0.6 54.0 0.7 0 41.9 100.0 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年２月28日現在 

(注) セブンシーズホールディングス株式会社は、平成17年８月１日にゼィープラスホールディングス株式会社から商号変更してお

ります。 

  

 (6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年２月28日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が20株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年２月28日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

セブンシーズホールディングス
株式会社 

東京都新宿区神楽坂６-59 14,650 50.82

小林 仁幸 埼玉県朝霞市 6,310 21.89

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-２-10 773 2.68

日本ヒューレット・パッカード
株式会社 

東京都杉並区高井戸東３-29-21 750 2.60

小林 恵利子 東京都練馬区 530 1.84

恩田 英久 東京都練馬区 330 1.14

株式会社ザイオン（自己株口） 東京都港区西新橋３-11-１ 245 0.85

成田 守 埼玉県さいたま市南区 150 0.52

リーマンブラザーズアジアキャ
ピタルカンパニー 
（常任代理人リーマン・ブラザ
ーズ証券会社東京支店） 

東京都港区六本木６-10-１ 129 0.45

安野 清 埼玉県上尾市 103 0.36

三協商事株式会社 東京都港区西新橋３-11-１ 100 0.35

計 ― 24,070 83.50

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式） 
普通株式 245

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,580 28,580 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 28,825 ― ― 

総株主の議決権 ― 28,580 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社ザイオン 

東京都港区西新橋 
３-11-１ 

245 ― 245 0.8



  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定に基づくものであります。当該制度の内容は、次のとおりであります。 

① 平成14年５月31日定時株主総会決議 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年５月31日開催の定時株主総会において特別決議されたものであ

ります。 

（注）付与対象者の退職等により、付与対象者及び新株予約権の目的となる株式の数は変更されています。 

  

② 平成15年５月28日定時株主総会決議 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成15年５月28日開催の定時株主総会において特別決議されたものであ

ります。 

  

計 ― 245 ― 245 0.8

決議年月日 平成14年５月31日

付与対象者の区分及び人数 取締役３名及び従業員28名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

決議年月日 平成15年５月28日

付与対象者の区分及び人数 従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



 ③ 平成17年５月27日定時株主総会決議 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年５月27日開催の定時株主総会において特別決議されたものであ

ります。 

  

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成18年５月24日現在 

（注）平成18年５月24日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締

役会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対しての利益還元を経営の重要な課題の一つとして位置付けており、長期的かつ総合的な株

主利益の向上を図ることを利益配分に関する基本方針としております。 

当面は、企業体質と経営基盤強化を優先課題ととらえ内部留保に重点を置くこととしておりますが、早期の復配を

実現していくことで、株主の皆様の期待に応えていく方針です。 

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

決議年月日 平成17年５月27日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名、子会社取締役１名及び当社従業員12名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

区分 株式の種類 株式数(株) 価額の総額(円) 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第7期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 



(注) 1．最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)における株価を記載しております。 

2．当社株式は、平成14年11月19日から東京証券取引所(マザーズ)に上場されております。それ以前の株価については該当あ

りません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)における株価を記載しております。 

  

  

５ 【役員の状況】 

  

最高(円) ― 133,000 230,000 269,000 393,000

最低(円) ― 65,000 51,000 96,600 147,000

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

最高(円) 393,000 319,000 317,000 296,000 360,000 278,000

最低(円) 238,000 247,000 257,000 265,000 240,000 160,000

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役   小 林 仁 幸 昭和40年11月19日生

平成８年４月 日本ヒューレット・パッカード株式

会社入社 

6,310 

平成11年５月 当社設立 代表取締役(現任) 

平成15年８月 株式会社ディーエス・インタラクテ

ィブ(現株式会社Xenlon)代表取締役

社長(現任) 

  株式会社デジタルガレージ取締役 

平成16年６月 ゼィープラス・マネジメント株式会

社(現セブンシーズ・アセット・マ

ネジメント株式会社)取締役 

平成16年７月 株式会社ダイエープリントセンター

(現セブンシーズ・アセット・マネ

ジメント株式会社)取締役 

平成16年10月 ゼィープラスホールディングス株式

会社(現セブンシーズホールディン

グス株式会社)代表取締役会長(現

任) 

平成17年２月 キャル株式会社代表取締役(現任) 

取締役 
アーキテクトプロ
デュースグループ
マネージャー 

近 藤 幸 一 昭和45年６月15日生

平成11年４月 日本テレコム株式会社入社 

― 

平成13年６月 当社入社 

平成16年３月 当社アーキテクトプロデュースグル

ープマネージャー 

平成17年５月 当社取締役アーキテクトプロデュー

スグループマネージャー(現任) 

平成18年５月 株式会社Xenlon取締役(現任) 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

取締役 
ビジネスサポート
グループ統括マネ
ージャー 

村 山 雅 経 昭和41年８月30日生

平成８年２月 株式会社リムネット入社 

― 

平成12年８月 株式会社ディーエス・インタラクテ

ィブ(現株式会社Xenlon)入社 

平成16年６月 当社入社 

平成17年３月 当社ビジネスサポートグループマネ

ージャー 

平成18年３月 キャル株式会社取締役(現任) 

平成18年５月 株式会社Xenlon監査役(現任) 

  当社取締役ビジネスサポートグルー

プ統括マネージャー(現任) 

平成９年６月 興銀インベストメント株式会社入社 

平成11年８月 UBS信託銀行株式会社入社 



取締役   恩 田 英 久 昭和44年２月14日生

平成12年６月 株式会社イシイコーポレーション代表

取締役社長 

330 

平成13年５月 株式会社ダイエープリントセンター

(現セブンシーズ・アセット・マネ

ジメント株式会社)取締役(現任) 

平成13年11月 キャル株式会社代表取締役社長 

平成14年６月 インフォレスト株式会社取締役(現

任) 

平成14年11月 株式会社パナッシュ取締役 

平成15年５月 株式会社セブンシーズ・アンド・カ

ンパニー取締役（現株式会社インタ

ーナショナル・ラグジュアリー・メ

ディア）(現任) 

平成16年５月 当社取締役(現任) 

平成16年10月 ゼィープラスホールディングス株式会

社(現セブンシーズホールディングス

株式会社)代表取締役社長(現任) 

株式会社国連社代表取締役(現任) 

平成17年２月 ゼィープラス株式会社(現セブンシ

ーズ・ビジネスソリューション株式

会社)代表取締役社長(現任) 

平成17年４月 株式会社カラット取締役(現任) 

取締役   佐 藤  完 昭和35年10月14日生

平成元年７月 株式会社ケン・コーポレーション入社 

― 

平成８年２月 株式会社リムネット入社 

平成10年５月 ソフトバンク株式会社入社 

平成12年３月 ヤフー株式会社入社 

平成17年６月 株式会社ベクター取締役 

平成18年５月 当社取締役(現任) 

常勤監査役   茂 木 康 生 昭和15年７月28日生

平成５年２月 三洋証券株式会社本店資産相談部部長 

― 平成11年９月 文洋株式会社営業部長 

平成16年５月 当社監査役(現任) 



  

(注)1．取締役恩田英久、佐藤完の２氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

2．監査役茂木康生、平山達大、上田拓右の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

監査役   平 山 達 大 昭和44年３月16日生

平成５年10月 ケーピーエムジーピートマーウィッ

クニューヨーク事務所入所 

― 

平成６年８月 米国公認会計士試験合格 

平成９年２月 ソフトバンク株式会社関連事業室室

長代行 

平成９年４月 日本公認会計士登録 

平成10年７月 株式会社ギャガ・コミュニケーショ

ンズ経営戦略室長 

平成12年５月 株式会社プライスダウン・ドット・

コム代表取締役 

平成13年４月 ファースト・パートナーズ・グルー

プ株式会社(神谷町綜合会計事務所)

設立代表取締役(現任) 

平成16年５月 当社監査役(現任) 

平成18年５月 株式会社アポロ・インベストメント

代表取締役会長(現任) 

監査役   上 田 拓 右 昭和38年10月24日生

平成９年５月 デジタルネットワークシステム株式

会社設立代表取締役 

― 
平成10年６月 DNS internet service Inc.設立CEO 

平成12年２月 株式会社アイ・ブロードキャスト設

立代表取締役(現任) 

平成17年５月 当社監査役(現任) 

計 6,640 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営目標の達成のために経営陣が行う意思決定について、適法性の監視・取締役による不正な業務停止の

抑止、事業リスク回避又は軽減を補完しつつ、会社の意思決定の迅速化と経営責任の明確化を実現する企業組織体制

の確立をコーポレート・ガバナンスと考えています。 

適法性の監視については、社内監視体制に留まらず、随時社外の顧問弁護士、公認会計士、税理士に確認を行い、

社内外からの二重チェック体制でコンプライアンスの確保・維持継続に努めております。 

上記のコーポレート・ガバナンス体制を効果的に運営することで、株主・投資家の皆様へは、迅速かつ正確な情報

開示に努めるとともに、幅広い情報公開により経営の透明性を高めてまいります。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

  

 

  

当社は監査役制度採用の経営体制を基本としており、取締役は５名、監査役は３名（うち常勤監査役１名）であり

ます。このうち監査役３名全員が社外監査役であり、取締役の業務執行に対し厳正な監視機能を発揮しております。 

取締役会は月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や

経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐次監督しております。 

外部監査人はあずさ監査法人を選任し、監査契約を結び正しい経営情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施

される環境を整備しています。 

顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適宜アドバイスを受けております。 



②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役である恩田英久は、51.2%の議決権を有するセブンシーズホールディングス株式会社の代表取締役であり

ます。 

  

③コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

取締役会については、意思決定機能の一層の充実を図り、形式的な決議に留まらない実質的な議論を行うために、

月１回以上の頻度で開催のうえ、各決議事項については社外監査役も含めて納得のいくまで議論を行っております。 

  

(3) 会計監査の状況 

会計監査人である監査法人および業務執行社員と、当社との間に利害関係はありません。 

①業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員：台 祐二 

指定社員 業務執行社員：牧野 隆一 

  

②所属する監査法人 

あずさ監査法人 

  

③監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士３名、会計士補３名 

  

(4) 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額   56,049千円（うち社外取締役  ― 千円） 

監査役の年間報酬総額    4,650千円（うち社外監査役  4,650千円） 

  

(5) 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   8,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 【連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について】 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 【監査証明について】 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年３月１日から平成17年２月28日まで)及

び前事業年度(平成16年３月１日から平成17年２月28日まで)並びに当連結会計年度(平成17年３月１日から平成18年２

月28日まで)及び当事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)の連結財務諸表及び財務諸表についてあず

さ監査法人により監査を受けております。 

  

  

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

  

  
前連結会計年度

(平成17年２月28日現在) 
当連結会計年度 

(平成18年２月28日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※１  1,496,299 1,878,805  

２ 売掛金  445,089 316,535  

３ たな卸資産  82,421 447,019  

４ 繰延税金資産  20,977 8,394  

 ５ その他  20,003 37,673  

貸倒引当金  △891 △350  

流動資産合計  2,063,899 88.1 2,688,076 92.2

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 57,088 49,229    

 減価償却累計額 31,491 25,596 27,237 21,992  

(2) その他 62,931 62,113    

 減価償却累計額 49,263 13,667 50,672 11,441  

有形固定資産合計  39,263 1.6 33,433 1.1

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア  5,981 1,835  

(2) 連結調整勘定  23,632 17,724  

(3) その他  2,544 2,444  

無形固定資産合計  32,158 1.4 22,004 0.8

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  43,447 16,859  

(2) 長期貸付金  360 ―  

  (3) 繰延税金資産  45,840 45,415  

  (4) その他  191,537 182,725  

    貸倒引当金  △72,963 △72,673  

投資その他の資産合計  208,221 8.9 172,326 5.9

固定資産合計  279,644 11.9 227,764 7.8

資産合計  2,343,544 100.0 2,915,841 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成17年２月28日現在) 
当連結会計年度 

(平成18年２月28日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  236,193 514,771  

２ 短期借入金 ※１  44,992 40,000  

３ 未払法人税等    ― 125,578  

４ 賞与引当金    13,015 9,959  

 ５  その他  137,793 89,739  

流動負債合計  431,994 18.4 780,048 26.7

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  440 ―  

２ 繰延税金負債  6,395 5,418  

３ 退職給付引当金  57,698 52,279  

固定負債合計  64,534 2.8 57,698 2.0

負債合計  496,528 21.2 837,746 28.7

      

(少数株主持分)     

少数株主持分  17,870 0.7 16,812 0.6

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  983,800 42.0 983,800 33.7

Ⅱ 資本剰余金    774,915 33.1 774,915 26.6

Ⅲ 利益剰余金  119,107 5.1 352,963 12.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  5,222 0.2 3,503 0.1

Ⅴ 自己株式 ※３  △53,900 △2.3 △53,900 △1.8

資本合計    1,829,145 78.1 2,061,282 70.7

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 2,343,544 100.0 2,915,841 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  4,509,935 100.0 3,556,330 100.0

Ⅱ 売上原価  3,376,622 74.9 2,789,132 78.4

売上総利益  1,133,312 25.1 767,197 21.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
.２ 

 918,310 20.3 394,183 11.1

営業利益  215,002 4.8 373,014 10.5

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 299 180    

２ 受取配当金 270 12    

３ 為替差益 ― 2,916    

４ その他 4,953 5,523 0.1 1,123 4,234 0.1

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 2,658 639    

２ 為替差損 4,586 ―    

３ 新株発行費 6,913 ―    

４ その他 917 15,075 0.3 8 648 0.0

経常利益  205,450 4.6 376,599 10.6

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※３ 1,180 ―    

２ 投資有価証券売却益   ― 3,175    

３ 関係会社株式売却益   69,513 ―    

４ 貸倒引当金戻入益   ― 70,694 1.5 836 4,012 0.1

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※４ 555 ―    

２ 固定資産除却損 ※５ 41,172 2,827    

３ 貸倒引当金繰入額   48,619 ―    

４ 子会社移転費用   ― 90,346 2.0 13,776 16,604 0.5

税金等調整前当期純利益  185,798 4.1 364,007 10.2

法人税、住民税及び 
事業税 

123,489 117,719    

法人税等調整額 △15,432 108,057 2.4 13,262 130,982 3.6

少数株主利益 
（又は少数株主損失△） 

 8,747 0.2 △830 △0.0

当期純利益  68,993 1.5 233,856 6.6

      



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   371,530  774,915

Ⅱ 資本剰余金増加高    

   増資による新株の発行   525,800 525,800 ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高    

   資本準備金取崩高   122,414 122,414 ― ―

Ⅳ 資本剰余金期末残高   774,915  774,915

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △72,300  119,107

Ⅱ 利益剰余金増加高    

 １ 資本準備金取崩による増加高   122,414 ― 

 ２ 当期純利益   68,993 191,408 233,856 233,856

Ⅲ 利益剰余金期末残高   119,107  352,963

     



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  185,798 364,007 

減価償却費  81,343 12,785 

連結調整勘定償却額  21,473 5,908 

為替差損益(差益:△)        4,531 △3,187 

貸倒引当金の増減額(減少:△)  50,505 △831 

退職給付引当金の増減額(減少:△)  684 △5,419 

受取利息及び受取配当金  △569 △193 

支払利息  2,658 639 

子会社移転費用  ― 13,776 

関係会社株式売却益  △69,513 ― 

投資有価証券売却益  ― △3,175 

固定資産売却益  △1,180 ― 

固定資産除却損  41,172 2,827 

固定資産売却損  555 ― 

売上債権の増減額(増加:△)  191,951 128,554 

たな卸資産の増減額(増加:△)  △4,845 △364,597 

仕入債務の増減額(減少:△)  276,167 278,577 

その他  △126,095 △98,769 

小計  654,635 330,902 

利息及び配当金の受取額  566 193 

利息の支払額  △2,536 △631 

法人税等の支払額  △143,886 △1,625 

営業活動によるキャッシュ・フロー  508,779 328,839 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △6,144 △5,536 

有形固定資産の売却による収入  1,500 ― 

無形固定資産の取得による支出  △3,829 ― 

投資有価証券の売却による収入  ― 26,586 

新規連結子会社取得による支出 ※２ △413,935 ― 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売
却による収入 

※３ 180,581 ― 

その他  14,929 34,867 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △226,898 55,917 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額(減少:△)  △204,240 ― 

長期借入金の返済による支出  △33,615 △5,432 

株式の発行による収入  1,051,600 ― 

配当金の支払額  △69 △6 

その他  △7,016 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー  806,659 △5,438 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △4,531 3,187 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  1,084,009 382,506 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  312,289 1,396,299 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,396,299 1,778,805 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社の数 ２社 

 連結子会社名 

  株式会社ディーエス・インタラクティ

ブ 

  キャル株式会社 

キャル株式会社は株式取得により連結

の範囲に含めております。株式会社パナ

ッシュは株式取得により連結の範囲に含

めておりますが、平成16年12月13日に株

式を売却し、当連結会計年度末をみなし

売却日として連結の範囲から除いたた

め、損益計算書のみ連結しております。 

連結子会社の数 ２社 

 連結子会社名 

株式会社Ｘｅｎｌｏｎ（旧株式会社

ディーエス・インタラクティブ） 

キャル株式会社 

  

２ 持分法の適用に関

する事項 

非連結子会社及び関連会社はありませ

ん。 

 同 左 

３ 連結子会社の事業

年度等に関する事

項 

連結子会社の事業年度等に関する事項

は以下のとおりであります。 

株式会社ディーエス・インタラクティ

ブ 

 決算日 ２月末日 

 当連結期間 

 平成16年３月１日から 

 平成17年２月28日 

キャル株式会社 

 決算日 12月末日 

 当連結期間 

 平成16年３月１日から 

 平成16年12月31日 

キャル株式会社については、平成16年

３月１日を支配獲得日とみなして仮決算

を実施し、連結の範囲に含めておりま

す。但し、同社は決算期を９月末日から

12月末日に変更したため、当連結会計年

度においては、10ヶ月の決算数値を使用

しております。 

株式会社パナッシュ 

  決算日 12月末日 

  当連結期間 

  平成16年１月１日から 

  平成16年12月31日 

株式会社パナッシュについては、平成

16年１月１日を支配獲得日とみなし、連

結の範囲に含めております。 

キャル株式会社及び株式会社パナッシュ

については、同社の決算日現在の財務諸

表を使用しております。但し、連結決算

日までの期間に発生した重要な取引につ

いては連結上必要な調整を行っておりま

す。 

連結子会社の事業年度等に関する事

項は以下のとおりであります。 

株式会社Ｘｅｎｌｏｎ 

 決算日 ２月末日 

 当連結期間 

 平成17年３月１日から 

 平成18年２月28日 

キャル株式会社 

 決算日 12月末日 

 当連結期間 

 平成17年１月１日から 

 平成17年12月31日 

キャル株式会社については、同社の

決算日現在の財務諸表を使用しており

ます。但し、連結決算日までの期間に

発生した重要な取引については連結上

必要な調整を行っております。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(イ) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

   その他有価証券  

    時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

    時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

  ①仕掛品 

   個別法による原価法 

②貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法 

  

(イ) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

  

  

時価のないもの 

同 左 

(2) たな卸資産 
①仕掛品 

同 左 

  ②貯蔵品 

同 左 

  (ロ) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

   定率法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

   建物         ３～18年 

   車両及び運搬具      ６年 

   工具器具及び備品   ２～15年 

  

  

  

(2) 無形固定資産 

   定額法 

    なお、市場販売目的のソフトウェア

については、見込販売有効期間(３

年)、自社利用目的のソフトウェアに

ついては、自社における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額法。 

  

(ロ) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産 

   定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法を採用し

ております。 

    なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

   建物        ３～18年 

   工具器具及び備品  ２～15年 

 (2) 無形固定資産 

同 左 

  (ハ) 重要な引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上し

ております。 

  

(ハ) 重要な引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

   同 左 

  

  

  

  

(2) 退職給付引当金 

   同 左 

  

  

  

  



  

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  (3) 賞与引当金 

  一部の連結子会社は従業員に対し

て支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき当連結会計

年度負担額を計上しております。 

  

(3) 賞与引当金 

  同 左 

  

  (ニ) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

  

(ニ) 重要なリース取引の処理方法 

  同 左 

  (ホ) その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

  税抜方式 

  

(ホ) その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

  税抜方式 

  

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

  

  同 左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

  

  同 左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

  

  同 左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

  

  同 左 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日) 

＿＿＿＿＿ （連結貸借対照表） 

前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて

おりました「未払法人税等」は、当連結会計年度にお

いて負債、少数株主持分及び資本合計の総額の100分

の１を超えたため区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「未払法人税等」は、2,268

千円であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日) 

＿＿＿＿＿ 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が

公表されたことに伴い、当連結会計年度から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割

8,904千円を販売費及び一般管理費として計上してお

ります。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

前連結会計年度
(平成17年２月28日現在) 

当連結会計年度
(平成18年２月28日現在) 

※１ 担保提供資産 ※１ 担保提供資産 

   定期預金            100,000千円    定期預金            100,000千円 

  

   当座借越契約(極度額100,000千円)を締結してお

りますが、残高はありません。 

  

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式28,825株であ

ります。 

  

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式245株

であります。 

  

  

   当座借越契約(極度額100,000千円)を締結してお

りますが、残高はありません。 

  

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式28,825株であ

ります。 

  

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式245株

であります。 

  



  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

役員報酬 95,799千円 

給与手当 316,394千円 

連結調整勘定償却額 21,473千円 

賞与引当金繰入額 1,312千円 

退職給付費用 21,828千円 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

役員報酬 70,899千円 

給与手当 109,032千円 

連結調整勘定償却額 5,908千円 

賞与引当金繰入額 2,888千円 

退職給付費用 2,917千円 

支払手数料 50,591千円 

    

※２ 研究開発費の総額 

   一般管理費に含まれる研究開発費 30,139千円 

  

※２ 研究開発費の総額 

   一般管理費に含まれる研究開発費 16,657千円 

  

※３ 固定資産売却益の内訳 

   車両及び運搬具          1,180千円 

  

※３ ＿＿＿＿＿＿＿             

  

※４ 固定資産売却損の内訳 

   電話加入権             555千円 

  

※４ ＿＿＿＿＿＿＿           

  

※５ 固定資産除却損の内訳 

   工具器具及び備品          672千円 

   ソフトウェア          40,499千円 

  

※５ 固定資産除却損の内訳 

   工具器具及び備品         2,365千円 

   ソフトウェア             462千円 

  



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

(平成17年２月28日現在)

現金及び預金勘定 1,496,299千円

担保に供している定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 1,396,299千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

(平成18年２月28日現在)

現金及び預金勘定 1,878,805千円

担保に供している定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 1,778,805千円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たにキャル㈱及び㈱パナッシ

ュを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びにキャル㈱及び㈱パナッシュ株式の

取得価額とキャル㈱及び㈱パナッシュ取得による

支出(純額)との関係は次のとおりであります。 

     

※２ ＿＿＿＿＿＿＿ 

  

流動資産            1,118,605千円

固定資産            186,243千円

連結調整勘定          107,366千円

流動負債            △397,458千円

固定負債            △82,060千円

少数株主持分          △51,230千円

キャル㈱株式の取得価額 

㈱パナッシュ株式の取得価額 

614,940千円

266,526千円

キャル㈱現金及び現金同等物 362,662千円

㈱パナッシュ現金及び現金同等物 104,867千円

差引：新規連結子会社取得による

支出 
413,935千円

※３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳 

株式の売却により㈱パナッシュを連結除外したこ

とに伴う連結除外時の資産及び負債の内訳並びに

連結上の株式の帳簿価額と売却による収入(純額)

との関係は次のとおりであります。 

流動資産            477,861千円

固定資産            108,190千円

連結調整勘定          62,260千円

流動負債            △236,100千円

固定負債            △34,334千円

少数株主持分          △67,391千円

㈱パナッシュ株式の連結上の帳簿

価額 
310,486千円

㈱パナッシュ株式売却益 69,513千円

㈱パナッシュ現金及び現金同等物 △199,418千円

差引：㈱パナッシュ売却による収

入 
180,581千円

※３ ＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

 前連結会計年度（平成17年２月28日現在） 

1．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 当連結会計年度（平成18年２月28日現在） 

1．その他有価証券で時価のあるもの 

  

2．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年３月１日  至 平成18年２月28日） 

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額

なリース取引のため連結財務諸表規則第15条の３におい

て準用する財務諸表等規則第８条の６第６項の規定によ

り記載を省略しております。 

同 左 

    

  種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

株式 29,846 43,447 13,601 

小計 29,846 43,447 13,601 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

株式 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 29,846 43,447 13,601 

  種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

株式 6,305 16,859 10,554 

小計 6,305 16,859 10,554 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

株式 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 6,305 16,859 10,554 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

26,586 3,175 ― 



  

(デリバティブ取引関係) 

 前連結会計年度（自 平成16年３月1日  至 平成17年２月28日） 

   デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

 当連結会計年度（自 平成17年３月1日  至 平成18年２月28日） 

   デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

(退職給付関係) 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

  

2. 退職給付債務及びその内訳 

  

3. 退職給付費用の内訳 

  

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付債務の計算方法として、退職給付会計に関する実務指針（会計制度委員会報告第13号）に定める簡

便法に基づき、会社規程による自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しております。 

  

  
前連結会計年度

(平成17年２月28日現在) 
当連結会計年度 

(平成18年２月28日現在) 

（1）退職給付債務（千円） 57,698 52,279 

（2）退職給付引当金（千円） 57,698 52,279 

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
  至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日) 

退職給付費用（千円） 34,500 9,978 



(税効果会計関係) 

前連結会計年度
(平成17年２月28日現在) 

当連結会計年度
(平成18年２月28日現在) 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産 

  繰延税金負債 

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

   

税務上の繰越欠損金 87,373千円

退職給付引当金 21,514千円

投資有価証券評価損 7,200千円

貸倒引当金 29,495千円

ソフトウェア除却損 15,251千円

その他 9,365千円

繰延税金資産小計 170,200千円

評価性引当額 △99,877千円

繰延税金資産合計 70,322千円

その他有価証券評価差額金 △5,453千円

特別償却準備金 △1,795千円

プログラム等準備金 △2,651千円

繰延税金負債合計 △9,900千円

繰延税金資産の純額 60,422千円

流動資産―繰延税金資産 

固定資産―繰延税金資産 

固定負債―繰延税金負債 

20,977千円

45,840千円

△6,395千円

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産 

  繰延税金負債 

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

   

未払事業税 11,014千円

税務上の繰越欠損金 59,369千円

退職給付引当金 20,405千円

投資有価証券評価損 7,200千円

貸倒引当金 29,449千円

ソフトウェア除却損 648千円

その他 6,809千円

繰延税金資産小計 134,897千円

評価性引当額 △79,400千円

繰延税金資産合計 55,497千円

その他有価証券評価差額金 △4,221千円

特別償却準備金 △1,197千円

プログラム等準備金 △1,687千円

繰延税金負債合計 △7,106千円

繰延税金資産の純額 48,390千円

流動資産―繰延税金資産 

固定資産―繰延税金資産 

固定負債―繰延税金負債 

8,394千円

45,415千円

△5,418千円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 42.0％

(調整)  

関係会社株式売却損益消去 9.9％

連結調整勘定償却 4.9％

住民税均等割等 0.9％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％

評価性引当金増減額 0.4％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.1％

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0％

(調整)  

連結調整勘定償却 0.6％

住民税均等割等 0.8％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

評価性引当金増減額 △5.6％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.0％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

  コンサルテ

ィング事業 

（千円） 

ソフトウェア 

開発事業 

（千円） 

システム 

販売事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去 

又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益 

売上高 

            

（1）外部顧客に対する 

売上高 

247,163 4,230,684 32,087 4,509,935 ― 4,509,935 

（2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

― 45,164 ― 45,164 (45,164) ― 

計 247,163 4,275,849 32,087 4,555,099 (45,164) 4,509,935 

営業費用 152,018 3,855,739 67,830 4,075,588 219,344 4,294,933 

営業利益 

（又は営業損失） 

95,144 420,109 (35,742) 479,511 (264,508) 215,002 

Ⅱ資産、減価償却費 

及び資本的支出 

資産 

減価償却費 

資本的支出 

  

  

125,926 

514 

― 

  

  

1,283,909 

29,722 

34,514 

  

  

28,278 

44,215 

― 

  

  

1,438,113 

74,452 

34,514 

  

  

905,430 

6,890 

― 

  

  

2,343,544 

81,343 

34,514 

  コンサルテ

ィング事業 

（千円） 

ソフトウェア 

開発事業 

（千円） 

システム 

販売事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去 

又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益 

売上高 

            

（1）外部顧客に対する 

売上高 

237,703 

  

3,286,178 32,448 3,556,330 ― 3,556,330 

（2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

― 115,056 ― 115,056 (115,056) ― 

計 237,703 3,401,234 32,448 3,671,387 (115,056) 3,556,330 

営業費用 185,869 2,917,651 25,598 3,129,120 54,196 3,183,316 

営業利益 51,834 483,582 6,849 542,267 (169,252) 373,014 

Ⅱ資産、減価償却費 

及び資本的支出 

資産 

減価償却費 

資本的支出 

  

  

48,106 

162 

― 

  

  

1,956,471 

3,777 

4,905 

  

  

21,225 

2,607 

― 

  

  

2,025,803 

6,546 

4,905 

  

  

890,037 

6,238 

631 

  

  

2,915,841 

12,785 

5,536 



（注）1．事業区分の方法 

事業は、事業の種類の類似性を考慮して区分しております。 

2．各事業区分の主要な役務提供内容 

3．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度は264,508千円、当連結会計年

度は179,252千円であり、その主なものは提出会社本社の管理部門に係る費用であります。 

4．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度は905,430千円、当連結会計年度は890,037千

円であり、その主なものは提出会社本社での余剰運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

5. 追加情報に記載のとおり、当連結会計年度より法人事業税の付加価値割及び資本割を販売費及び一般管理費として計上して

おります。この結果、営業費用が、「ソフトウェア開発事業」について3,441千円、「消去又は全社」について5,463千円増

加し、営業利益が同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)及び当連結会計年度(自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないた

め、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)及び当連結会計年度(自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日)において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

（1）親会社及び法人主要株主等 

事業区分 主要サービス 

コンサルティング事業 コンサルティング、調査 

ソフトウェア開発事業 システムインテグレーション・サービス、受託ソフトウェア開発 

システム販売事業 ソフトウェアプロダクト販売 

議決権等の

関係内容 

取引 期末 



（注）1．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

2．ゼィープラス株式会社は、平成16年４月20日の第三者割当増資により当社の親会社となっております。なお、同社は、平成

17年２月１日付にてゼィープラス・マネジメント株式会社へ商号変更、平成17年４月１日にゼィープラスホールディングス

株式会社と吸収合併しております。 

3．株式の取得価額については、専門家による株価鑑定評価額を参考に、協議の上決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

（1）役員及び個人主要株主等 

（注）1．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

2．役員が第三者の代表者として行った取引であり、価格等は一般取引条件によっております。 

  

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金 

（千円） 

事業の

内容 

所有（被所

有）割合

（％） 

役員

の兼

任等 

事業上

の関係 

取引の 

内容 

金額 

（千円） 科目 

残高 

（千円） 

親会社 

ゼィー

プラス

㈱ 

東京都

新宿区 
3,257,131 

サービ

ス業 

（被所有）

直接 

51.2 

役員 

２名 

資本業

務提携 

株式 

取得 
881,466 ― ― 

属性 氏名 住所 

資本金

（千

円） 

職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％） 

関係内容 

取引の 

内容 

取引 

金額 

（千円） 

科目 

期末 

残高 

（千円） 

役員の

兼任等 

事業上

の関係 

役員 
小林 仁

幸 
― ― 

当社代表取

締役 

テクノネッ

ト(株)代表

取締役 

（被所有） 

直接22.1 
― ― 

機器購入 

（注）2 
177,000 ― ― 



（１株当たり情報） 

  

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

  

  
  
  

  

  

  

  

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 64,000 円 89 銭 

１株当たり当期純利益 2,548 円 42 銭 

１株当たり純資産額 72,123 円 24 銭 

１株当たり当期純利益 8,182 円 51 銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益   2,548 円 23 銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 8,174 円 50 銭 

  

  

  

  

  

  前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当期純利益（千円） 68,993 233,856 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 68,993 233,856 

普通株式の期中平均株式数（株） 27,073 28,580 

普通株式増加数（株）           2 28 

(うち新株予約権)           (2)           (28) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

新株予約権１種類(新株予約権

の数90個) 

なお、新株予約権の概要は

「第４ 提出会社の状況、１

株式等の状況、(２)新株予約

権等の状況」に記載のとおり

であります。 

＿＿＿＿＿ 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

    （注） 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

  

（2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

区 分 
前期末残高
（ 千 円 ） 

当期末残高
（ 千 円 ） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短 期 借 入 金 40,000 40,000 1.5 ― 

１年以内に返済予定の長期借

入金 
4,992 ― 1.8 ― 

長期借入金（１年以内に返済

予定のものを除く。） 
440 ― 1.8 ― 

そ の 他 の 有 利 子 負 債 ― ― ― ― 

計 45,432 40,000 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
第６期

(平成17年２月28日現在) 
第７期 

(平成18年２月28日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※１  952,860 1,147,609  

２ 売掛金  232,548 125,082  

３ 仕掛品  3,843 399,392  

４ 貯蔵品  9,513 8,169  

５ 前払費用  4,208 22,061  

６ その他  1,847 11,440  

流動資産合計  1,204,822 61.4 1,713,756 68.5

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 46,778 47,009    

減価償却累計額 23,629 23,149 26,974 20,035  

(2) 工具器具及び備品 47,614 46,747    

減価償却累計額 36,834 10,780 38,878 7,868  

有形固定資産合計  33,929 1.7 27,903 1.1

２ 無形固定資産     

(1) 商標権  683 583  

(2) ソフトウェア  3,702 401  

(3) その他  76 76  

無形固定資産合計  4,462 0.2 1,061 0.0

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  0 0  

(2) 関係会社株式  652,806 652,806  

(3) 長期前払費用  ― 39,412  

(4) 保険積立金  29,103 29,103  

(5) 差入保証金  38,348 38,558  

投資その他の資産合計  720,258 36.7 759,880 30.4

固定資産合計  758,650 38.6 788,845 31.5

資産合計  1,963,472 100.0 2,502,602 100.0

      



  

  

  
第６期

(平成17年２月28日現在) 
第７期 

(平成18年２月28日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金 ※４  156,645 471,026  

２ 未払金  6,991 13,082  

３ 未払費用  2,209 3,549  

４ 未払法人税等  941 75,958  

５ 未払消費税等  5,941 ―  

６ 前受金  628 1,450  

７ 預り金  4,178 2,684  

流動負債合計  177,534 9.0 567,751 22.7

Ⅱ 固定負債     

１ 繰延税金負債  1,795 1,197  

２ 退職給付引当金  8,575 8,997  

３ その他  1,127 ―  

固定負債合計  11,498 0.6 10,194 0.4

負債合計  189,033 9.6 577,946 23.1

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  983,800 50.1 983,800 39.3

Ⅱ 資本剰余金     

 資本準備金 774,915 774,915    

資本剰余金合計  774,915 39.5 774,915 31.0

Ⅲ 利益剰余金     

１ 任意積立金     

特別償却準備金 3,561 2,693    

２ 当期未処分利益 66,063 217,147    

利益剰余金合計  69,624 3.5 219,840 8.8

Ⅳ 自己株式 ※３  △53,900 △2.7 △53,900 △2.2

資本合計  1,774,439 90.4 1,924,656 76.9

負債資本合計  1,963,472 100.0 2,502,602 100.0

      



② 【損益計算書】 
  

  

   
第６期

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高    1,157,723 100.0 2,324,458 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※３   926,730 80.0 1,901,901 81.8 

売上総利益    230,993 20.0 422,556 18.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 役員報酬  61,875 60,699     

２ 給与手当  52,691 31,139     

３ 退職給付費用  1,226 498     

４ 法定福利費  7,331 5,366     

５ 福利厚生費  757 965     

６ 販売促進費  35,489 20,442     

７ 広告宣伝費  2,630 3,255     

８ 接待交際費  738 1,694     

９ 旅費交通費  2,971 2,871     

10 通信費  2,479 2,259     

11 消耗品費  2,462 3,690     

12 賃借料  24,624 17,308     

13 保険料  1,327 1,453     

14 研究開発費 ※１ 30,139 16,657     

15 減価償却費  6,910 5,548     

16 租税公課  1,513 7,431     

17 支払報酬  34,564 12,216     

18 支払手数料  ― 15,419     

19 その他  18,142 287,878 24.9 7,433 216,353 9.3 

営業利益 
(又は営業損失△) 

   △56,885 △4.9 206,203 8.9 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  175 135     

２ 為替差益  ― 3,187     

３ 業務受託収入 ※３ 8,100 10,000     

４ 雑収入  2,176 10,451 0.9 823 14,146 0.6 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  1,119 ―     

２ 新株発行費  6,913 ―     

３ 為替差損  4,531 ―     

４ 雑損失  0 12,564 1.1 8 8 0.0 

経常利益 
(又は経常損失△) 

   △58,998 △5.1 220,341 9.5 



  

  

  
第６期

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

   関係会社株式売却益 113,474 113,474 9.8 ― ― ―

Ⅶ 特別損失    

     固定資産除却損 ※２ 38,429 38,429 3.3 215 215 0.0

税引前当期純利益  16,045 1.4 220,125 9.5

法人税、住民税 
及び事業税 

950 70,508   

法人税等調整額 △628 321 0.0 △598 69,910 3.0

当期純利益  15,724 1.4 150,216 6.5

前期繰越利益  50,338 66,931 

当期未処分利益  66,063 217,147 

     



売上原価明細書 

  

  

(注) 

  

  

  
第６期

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 外注費 773,068 77.8 2,207,980 94.6

Ⅱ 労務費 146,140 14.7 92,734 4.0

Ⅲ 経費 ※１ 74,357 7.5 31,836 1.4

当期総製造費用 993,566 100.0 2,332,551 100.0

期首仕掛高 2,637 3,843  

合計 996,203 2,336,395  

期末仕掛高 3,843 399,392  

他勘定振替高 ※２ 65,629 35,100  

売上原価 926,730 1,901,901  

第６期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

原価計算の方法は、個別原価計算による実際原価計算で

あります。 

原価計算の方法は、個別原価計算による実際原価計算で

あります。 

※１ 経費の主な内訳は次のとおりです。 

納入機器費 1,215千円

維持修繕費 962千円

地代家賃 14,094千円

減価償却費 46,597千円

通信費 3,552千円

   

※１ 経費の主な内訳は次のとおりです。 

維持修繕費 1,410千円

地代家賃 11,018千円

減価償却費 4,294千円

通信費 3,959千円

   

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 

研究開発費 30,139千円

販売促進費 35,489千円

   

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 

研究開発費 16,657千円

販売促進費 18,442千円

   



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
第６期

(平成17年５月27日) 
第７期 

(平成18年５月24日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 66,063 217,147

Ⅱ 任意積立金取崩額  

 特別償却準備金取崩額 867 867 897 897

合計 66,931 218,045

Ⅲ 次期繰越利益 66,931 218,045



重要な会計方針 

  

項目 
第６期

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

  同 左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  同 左 

  

  

  

   時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

  同 左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

仕掛品 

 個別法による原価法 

仕掛品 

 同 左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 

 同 左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物          10～18年 

 工具器具及び備品    ２～15年 

有形固定資産 

 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につい

ては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

   建物        ３～18年 

   工具器具及び備品  ２～15年 

  無形固定資産 

 定額法 

市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売有効期間(３年)、自社

利用目的のソフトウェアについては、

自社における見込利用可能期間(５年)

に基づく定額法 

無形固定資産 

 定額法 

 同 左 

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

_____________ 

  

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

 同 左 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務の見込額を計

上しております。 

退職給付引当金 

 同 左 

      



  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

項目 
第６期

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 同 左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 税抜方式 

  

消費税等の処理方法 

 同 左 

第６期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示していた「支払報酬」は、販売費及び一般管理費の

総額の100分の５を超えることとなったため区分掲記す

ることに変更しました。なお、前期における「支払報

酬」の金額は、20,287千円であります。 

  

前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示していた「支払手数料」は、販売費及び一般管理費

の総額の100分の５を超えることとなったため区分掲記

することに変更しました。なお、前期における「支払手

数料」の金額は、10,035千円であります。 

  

  

第６期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

_____________ 

  

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当期から同実務対応報告に基づき、

法人事業税の付加価値割及び資本割5,463千円を販売費

及び一般管理費として計上しております。 

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

  

  

  

(リース取引関係) 

  

第６期 
(平成17年２月28日現在) 

第７期
(平成18年２月28日現在) 

※１ 担保提供資産 

当座借越契約（極度額100,000千円）を締結して

おりますが、残高はありません。 

 定期預金 100,000千円

※１ 担保提供資産 

当座借越契約（極度額100,000千円）を締結して

おりますが、残高はありません。 

定期預金 100,000千円

    

※２ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数 

 会社が発行する株式の総数 普通株式 63,300株

 発行済株式総数 普通株式  28,825株

   

※２ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数 

 会社が発行する株式の総数 普通株式 115,000株

 発行済株式総数 普通株式   28,825株

※３ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

245株であります。 

※３ 自己株式 

 同  左 

※４   _____________ 

  

  

※４ 関係会社に対する負債 

 買掛金  92,601千円

５   _____________ 

  

５ 平成16年５月27日開催の定時株主総会において、

下記の欠損てん補を行っております。 

 資本準備金  122,414千円

   

第６期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 研究開発費の総額 

   

一般管理費に含まれる 
研究開発費 

30,139千円

※１ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる
研究開発費 

16,657千円

※２ 固定資産除却損の内訳 

   工具器具及び備品         300千円 

      ソフトウェア          38,129千円 

  

※２ 固定資産除却損の内訳 

   工具器具及び備品         215千円 

  

※３ 関係会社との取引に係わるもの 

   関係会社との取引に係わるものは次のとおりであ

ります。 

   業務受託収入          8,100千円 

  

※３ 関係会社との取引に係わるもの 

   関係会社との取引に係わるものは次のとおりであ

ります。  

外注費 486,510千円

業務受託収入 10,000千円

 

第６期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 



  

(有価証券関係) 

第６期(平成17年２月28日現在) 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第７期(平成18年２月28日現在) 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額

なリース取引のため財務諸表等規則第８条の６第６項の

規定により記載を省略しております。 

同  左 

第６期 
(平成17年２月28日現在) 

第７期
(平成18年２月28日現在) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 繰越欠損金 14,072千円

 投資有価証券評価損 7,200千円

 関係会社株式評価損 96,827千円

  退職給付引当金 3,430千円

 ソフトウェア除却損 15,251千円

 その他 37千円

 繰延税金資産小計 136,820千円

 評価性引当金 △136,820千円

 繰延税金資産合計 ― 千円

繰延税金負債 

 特別償却準備金 △1,795千円

 繰延税金負債合計 △1,795千円

繰延税金負債の純額 △1,795千円

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

 未払事業税 6,919千円

 投資有価証券評価損 7,200千円

 関係会社株式評価損 96,827千円

  退職給付引当金 3,598千円

 ソフトウェア除却損 648千円

 その他 433千円

 繰延税金資産小計 115,627千円

 評価性引当金 △115,627千円

 繰延税金資産合計 ― 千円

繰延税金負債  

 特別償却準備金 △1,197千円

 繰延税金負債合計 △1,197千円

繰延税金負債の純額 △1,197千円

   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  
  

法定実効税率 42.0%

 評価性引当金増減額 △41.4%

 住民税均等割等 5.9%

 その他 △4.5%

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.0%

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  

法定実効税率 40.0%

 評価性引当金増減額 △9.6%

 住民税均等割等 0.4%

 その他 1.0%

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.8%



(１株当たり情報) 

  

(注)１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

(重要な後発事象) 

  
    該当事項はありません。 

第６期 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 62,086円76銭 １株当たり純資産額 67,342円76銭

１株当たり当期純利益 580円81銭 １株当たり当期純利益 5,256円00銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    580円76銭

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   5,250円85銭

  

  第６期
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

第７期 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当期純利益（千円） 15,724 150,216 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 15,724 150,216 

普通株式の期中平均株式数（株） 27,073 28,580 

普通株式増加数（株）             2 28 

(うち新株予約権)            (2)           (28) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

新株予約権１種類(新株予約
権の数90個) 
なお、新株予約権の概要は
「第４ 提出会社の状況、１株
式の状況、（２）新株予約権等
の状況」に記載のとおりであり
ます。 

_____________ 

  



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【有形固定資産等明細表】 

(注) 1．工具器具及び備品の減少は除却によるものです。 

2. 長期前払費用(当期末残高 39,412千円)は、すべて前払保守料であり、償却資産とは性格が異なるため、本表には記載して

おりません。 

  
投 
資 
有 
価 
証 
券 

  
そ 
の 
他 
有 
価 
証 
券 

銘柄 株式数 

(株) 

貸借対照表計上額(千

円) 

株式会社 セルフ 360 0 

      

計 360 0 

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 46,778 231 ― 47,009 26,974 3,345 20,035

 工具器具及び備品 47,614 400 1,268 46,747 38,878 3,097 7,868

有形固定資産計 94,393 631 1,268 93,757 65,853 6,442 27,903

無形固定資産       

 商標権 1,000 ― ― 1,000 416 100 583

 ソフトウェア 19,250 ― ― 19,250 18,849 3,300 401

 その他 76 ― ― 76 ― ― 76

無形固定資産計 20,327 ― ― 20,327 19,266 3,400 1,061



【資本金等明細表】 

 

(注) 1．当期末における自己株式数は、245株であります。 

2．当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

区分   前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (千円) 983,800 ― ― 983,800 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (注)1． (株) (28,825) (―) (―) (28,825)

普通株式 (千円) 983,800 ― ― 983,800 

計 (株) (28,825) (―) (―) (28,825)

計 (千円) 983,800 ― ― 983,800 

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金) 

(千円)

   

株式払込剰余金 774,915 ― ― 774,915 

計 (千円) 774,915 ― ― 774,915 

利益準備金及び 
任意積立金 

(任意積立金) 
(千円)

   

特別償却準備金 (注)2． 3,561 ― 867 2,693 

計 (千円) 3,561 ― 867 2,693 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

 

  

ロ．売掛金 

 相手先別内訳 

 

  

 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 122

預金  

普通預金 1,047,296

定期預金 100,000

別段預金 191

小計 1,147,487

合計 1,147,609

相手先 金額(千円)

株式会社ＵＳＥＮ 89,252 

ボーダフォン株式会社 17,817 

株式会社ＮＴＴドコモ 9,324 

ヤフー株式会社 5,470 

ユニセプト株式会社 2,398 

その他 819 

合計 125,082 

期首残高(千円) 当期発生高(千円) 当期回収高(千円) 当期末残高(千円) 回 収 率 滞 留 期 間 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ) 

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

232,548 2,442,796 2,550,261 125,082 95.3％ 27日 



ハ．仕掛品 
 

  

ニ．貯蔵品 

 

  

② 固定資産 

関係会社株式 

 

  

③ 流動負債 

イ．買掛金 

 

  

区分 金額(千円) 

コンサルティング 512

ソフトウェア開発 398,880

合計 399,392

区分 金額(千円)

ノベルティグッズ 8,169 

合計 8,169 

区分 金額(千円)

株式会社Ｘｅｎｌｏｎ 37,866 

キャル株式会社 614,940 

合計 652,806 

相手先 金額(千円)

ネットワンシステムズ株式会社 352,497 

キャル株式会社 92,601 

日本ヒューレット・パッカード株式会社 12,165 

ネクストコム株式会社 8,820 

株式会社ウィズダム 3,934 

その他 1,007 

合計 471,026 



  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

  

決算期 ２月末日

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

中間配当基準日 ８月31日

１単元の株式数 ――― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都港区芝三丁目３３番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目３３番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

  取扱場所 東京都港区芝三丁目３３番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目３３番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
http://www.zion-net.co.jp 

株主に対する特典 該当する事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等であるセブンシーズホールディングス株式会社は、継続開示会社であり東京証券取引所に上場してお

ります。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第６期) 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

  
平成17年５月30日 
関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 (第７期中) 
自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日 

  
平成17年11月25日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
  

  

独立監査人の監査報告書 

  
平成17年5月27日

株式会社ザイオン 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ザイオンの

平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰

余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ザイオ

ン及び連結子会社の平成17年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

  

  

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

代表社員

関与社員
公認会計士 台   祐 二 ㊞ 

関与社員 公認会計士 牧 野 隆 一 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



 
 

  

独立監査人の監査報告書 

  
平成18年5月24日

株式会社ザイオン 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ザイオンの

平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰

余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ザイオ

ン及び連結子会社の平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

  

  

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 台   祐 二 ㊞ 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 牧 野 隆 一 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
  

  

独立監査人の監査報告書 

  
平成17年５月27日

株式会社ザイオン 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ザイオンの

平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ザイオンの

平成17年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

  

  

  

  

  

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

代表社員

関与社員
公認会計士 台   祐 二 ㊞ 

関与社員 公認会計士 牧 野 隆 一 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  

  

独立監査人の監査報告書 

  
平成18年５月24日

株式会社ザイオン 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ザイオンの

平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ザイオンの

平成18年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

  

  

  

  

  

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 台   祐 二 ㊞ 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 牧 野 隆 一 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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